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地方圏の厳しい現状

総人口は約１３％減少見込み

（2005年→2035年）

人口減少

総 約 減少見込
（約12776万人→約11068万人）

年少人口は約４０％減少見込み
（約1759万人→約1051万人）

少子高齢化
（約1759万人→約1051万人）

高齢者人口は約４５％増加見込み
（約2576万人→約3725万人）

大都市圏への
人口偏在 １９７５年 ２００５年 ２０３５年人口偏在

三大都市圏

１９７５年

約５３２３万人

２００５年

約６４１８万人

２０３５年

約５８８８万人（＋1095万人） （▲530万人）

減大幅増

大都市圏

地方圏

約５３ ３万人

約５８７１万人

約 ８万人

約６３５８万人

約５８８８万人

約５１８０万人

（＋1095万人） （▲530万人）

（＋487万人） （▲1178万人）

増 大幅減
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（＋1582万人） （▲1708万人）合計



目指すべき方向

人の流れの創出人の流れの創出
「東京圏への人口流出防止」

「地方圏への人の流れの創出」
（⇒内需の振興にも寄与）振

○安心して暮らせる地域
○中心市と周辺市町村が連携・

分権型社会にふさわしい
社会空間の形成

役割分担
○生活に必要な都市機能（民間
機能・行政機能）を確保機能・行政機能）を確保

ライフステージに応じた
多様な選択肢の提供 定住自立圏
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選択



基本的考え方

選択と集中 集約とネットワーク
○ 全ての国民にとって必要な機能を確 ○ 全ての市町村にフルセットの生活機能○ 全ての国民にとって必要な機能を確

保しつつ、地方の自主的な取り組みを
重点支援。

○ 単なる地方へのバラマキではない考

○ 全ての市町村にフルセットの生活機能
を整備することは困難に。

○ 中心市が圏域全体の暮らしに必要な
都市機能を集約的に整備し 周辺地域

総務省としての支援 各府省の支援

○ 単なる地方へのバラマキではない考
え方。

都市機能を集約的に整備し、周辺地域
と連携・交流

総務省としての支援

立案・実施の
各段階で連携

各府省の支援

・ ＩＣＴ（新しい公共事業）

・中心市に対する財政措置（交付
・医療、福祉 （厚生労働省）
・住宅、交通 （国土交通省）

各段階で連携税・地方債）

・中心市に都道府県の権限を移譲

・農林水産業（農林水産省）
・ 等・

・
・

定住自立圏
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地方政策展開のプラットフォーム

定住自立圏



定住自立圏のイメージ

定住自立圏

例えば、・・・
総合病院

総合医行政機能
総合病院

一般診療所

協定

中心市と周辺市町村が生活実態や将来像を
勘案し、協定を結ぶことにより、自ら圏域決定。

協定
１）中心市の機能の積極的活用
２）権利・負担関係の明確化
３）圏域意識や地域の誇りの醸成

例えば、・・・
ショッピングセンター

民間機能
）圏域意識や地域 誇り 醸成

商店

ロットの拡大・農産物のブランド化 農場

注文・配送

地域の中心市が圏域の核
（●人口５万人以上「全国総人口の８割強をカバー」 ●昼夜間人口比率１以上）
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定住自立圏における施策の基本的考え方

３つの視点

定住自立圏 大都市圏

圏域マネジメント

定住自立圏 大都市圏

圏域外の結び

３
２

２

中心市
周辺

能力の強化 圏域内の結び
付きの強化

圏域外の結び
付きの強化

１中心市
市町村

協定に基づく
機能の強化

１

新しい枠組みの構築 人材の確保・育成

○ 国・都道府県・市町村という枠組みの
下ではこれまで困難とされてきた施策
権 移譲を特例的 う

新しい枠組みの構築

○ 地域における人材の発掘、育成や、
大都市圏から地方圏への人材環流を促

組 等 援

人材の確保 育成
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や権限移譲を特例的に行う。 す取り組み等を支援。



定住自立圏における施策の例①

✦ 定住自立圏において、広域的な都

市計画を策定可能に

✦ 不採算地域におけるブロードバンド

整備への公的支援

大都市圏

イメージイメージ
定住自立圏

広域的な都市計画の策定 情報

情報

情報

公的支援

市街化区域 情報
情報

情報
情報

ブロードバンド回線

中心市

公的支援

中心市
情報 中心市

定住自立圏
情報

情報
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周辺市町村 定住自立圏周辺市町村



定住自立圏における施策の例②

✦ 病院と診療所の連携による医療の

役割分担の徹底、遠隔医療の推進

✦ 環境や食料生産など、圏域の大きな

財産に着目した大都市圏との連携

イメージ

大都市圏

イメージ
＜病院と診療所の連携＞

大都市圏
＜病院と診療所の連携＞

国による医師確保支援

総合病院 総合医
医師の派遣

食料・電力の供給
人的交流 CO2の吸収

環境創出の支援

＜遠隔医療の推進＞

中心市 周辺市町村

（画像伝送）

診察

治療

相談

助言

森林整備
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定住自立圏

治療 助言

患 者 医師
（病院・診療所）

専門医
（大学病院等）


